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消費者運動ニュース
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2025年の大阪市消費者物価指数（総合、速報値）
は、前年より3.1％上昇した。消費税が 5％から10
％に引き上げられてきた間に、大阪の賃金は消費者
物価の上昇を下回り続けており、消費者の生活水準
が低下している。
物価対策と賃金の引き上げ、それによる国内消費
の拡大が、生活水準の回復に不可欠である。

＊大阪府「大阪市消費者物価指数」、厚生労働省「毎月勤労統
計調査地方調査」から作成。2025年の現金給与総額は未公表だ
が、 1～11月の実質賃金（全国）が前年同月比マイナスである
ことから、消費者物価指数を超える上昇は見込めないと思わ
れる。

街頭で府民に訴え

昨年12月24日、37年前に消費税法が強行採決で成
立した日に合わせて、消費税の増税に反対する関西
連絡会（大阪消団連は事務局団体）は、消費税をな
くす大阪の会、消費税廃止大阪連絡会と共同で署名
宣伝行動を行った。年明け 1月 7日には単独で定例
開催している大阪・なんばでの署名宣伝行動を行っ
た。
所得の少ない消費者や取引上の力が弱い事業者
に、より重い負担を実質的に課す不公平な消費税

が、所得税や法人税より税収が多く、日本で最も大
きな税金になっている。物価上昇でその負担は更に
重くなっている。課税売り上げ年1000万円以下の消
費税免税事業者が発行できないインボイス請求書し
か納付額計算に認めない制度により、零細・フリー
ランスの事業者は事業継続の危機に瀕している。
物価高と貧困・格差対策として、消費税率の引き
下げは効果的かつ公平で、その財源は税と社会保険
料の応能負担の徹底で確保できる。
昨年の参議院選挙では、何らかの形で消費税の負
担軽減を訴えた政党が多数を占めた。有権者が選択
した結果を実現するのが政治の責任である。
大阪消団連は、今年も粘り強く、消費税率の引き
下げを求める運動に取り組む。
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